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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1－1．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称
㈱釣りビジョン
システムデザイン開発㈱
Oy Gamecluster Ltd.

上記のうち、システムデザイン開発㈱は、全株式を取得し連結子会社とした
ため、連結の範囲に含めております。

(2) 非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称

クラリネット㈱

ブロードメディアeスポーツ㈱

連結の範囲から除いた理由
クラリネット㈱及びブロードメディアeスポーツ㈱は、小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためです。

1－2．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数及び名称

持分法適用の関連会社数 １社
会社等の名称
ガラポン㈱

持分法適用関連会社でありました湖南快楽釣垂発展有限公司は、全出資分を
譲渡したことにより、持分法の適用範囲から除外しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等
会社等の名称
クラリネット㈱
ブロードメディアeスポーツ㈱

持分法を適用していない理由
クラリネット㈱及びブロードメディアeスポーツ㈱は、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象か
ら除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重
要性がないためです。
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1－3．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）を採用しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

② デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法を採用しております。

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。
原材料及び貯蔵品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

番組勘定
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。
(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。
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(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。
(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、
換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及
び負債は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、収益及び費用は
期中平均相場により円換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定に含めております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジ
について振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を行っており
ます。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用しているヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりで

す。なお、当連結会計年度での適用実績はありません。
ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建仕入債務

③ ヘッジ方針
主に当社の内規である為替リスク管理規程に基づき、為替変動リスク

をヘッジしております。
④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、当該取引とヘッジ対象に関する重要な条件
等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘ
ッジの有効性評価を省略しております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却につきましては、効果の発現する期間を合理的に見積も

り、当該期間にわたり均等償却しております。

― 3 ―

2022年05月24日 20時03分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



(7) 重要な収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31

日）等を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し
た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収
益を認識することとしております。

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時
点については、「８．収益認識に関する注記」に記載のとおりです。

(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項
連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。
当社及び一部国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度か

らグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一
部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創設されたグループ通算
制度への移行及びグループ通算制度への移行に合わせて単体納税制度の見
直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への
移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020
年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第28号 2020年２月16日）第44項の定めを適用
せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定
に基づいております。

なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合に
おける法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱
いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関す
る取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する予定です。

２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下
「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束し
た財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換
に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書き
に定める経過的な取扱いに従っておりますが、当連結会計年度の期首の利益剰
余金に与える影響は軽微です。また、当連結会計年度の損益に与える影響も軽
微です。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以

下「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価
算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号
2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計
基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。
これによる影響は軽微です。

３．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「社債発
行費」は金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することと
しました。なお、前連結会計年度の「社債発行費」の金額は678千円です。

４．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上し

た項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可
能性があるものは、次のとおりです。

繰延税金資産 239,342千円
繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金

額によって見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動
などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び
金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延
税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記
資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 1,166,897千円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
6－1．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,914,732株
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6－2．配当に関する事項
基準日が当連結会計年度に属する配当の内、配当の効力発生日が翌期となるもの

2022年６月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関す
る事項を次のとおり提案しております。

① 配当の総額 184,119,725円
② １株当たり配当額 25円
③ 基準日 2022年３月31日
④ 効力発生日 2022年６月27日
なお、配当原資は、利益剰余金とすることを予定しております。

6－3．当連結会計年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 549,943株

７. 金融商品に関する注記
7－1．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金需要に応じ銀行借入や社債により調達し、設備資金
についてはファイナンス・リース契約も利用して調達を行っております。デ
リバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、実需に伴う取引に
限定し、投機目的での取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。投資有価証券は、主に業務又は資本提携等に関連する株式であり、市
場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
またその一部にはコンテンツの調達等に伴う外貨建てのものがあり、為替の
変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて先物為替予約を利用してヘ
ッジしております。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投
資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、７年以
内であります。
デリバティブ取引は、主に外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに

対するヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。当社の内規である
為替リスク管理規程に基づき、実需に伴う取引に限定し、投機的な取引は行
わない方針であります。

ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジの方針、ヘッジの有
効性の評価方法等については、前述の「1－3．(5) 重要なヘッジ会計の方法」
を参照ください。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、受取手形及び売掛金（営業債権）及びその他債権について、取引
先管理規程に基づき、取引開始時における与信調査、回収状況の継続的なモ
ニタリング、与信限度額の定期的な見直し等を実施しております。各連結子
会社においても当社に準じて同様の管理を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状

況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を定期的に見直して
おります。

当社は、外貨建の営業債務について、先物為替予約取引によるヘッジを行
っております。為替リスク管理規程に規定する手順により取引の実行及びモ
ニタリングを行い、実需に伴う取引に限定し、投機的な取引は行わない方針
であります。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク）の管理
当社は、各部門及び各連結子会社からの報告に基づき、適時に資金繰計画

を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合
には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定において
は変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することがあります。
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7－2．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表
時価 差額

計上額

（1）投資有価証券 67,180 67,180 ―

（2）長期貸付金 57,000

貸倒引当金 △53,000

4,000 4,000 ―

（3）破産更生債権等 545,336

貸倒引当金 △545,177

159 159 ―

資産合計 71,339 71,339 ―

（1）社債 215,000 214,333 △666

（2）リース債務 196,727 196,028 △699

負債合計 411,727 410,362 △1,365

（注）1．現金及び預金、売掛金及び受取手形、買掛金、短期借入金、未払金、未払法人税等並び
に未払消費税等は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記
を省略しております。

2．市場価格のない株式等の連結貸借対照表価額
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 70,070

これらについては、市場価格がなく、時価開示の対象としておりません。
3．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内
1年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 5,303,229 ― ― ―

受取手形及び売掛金 1,098,799 ― ― ―

合計 6,402,029 ― ― ―

長期貸付金（57,000千円）は、返済予定額が見込めないため、記載しておりません。
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7－3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要

性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）

相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能

なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、

それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優
先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

1．投資有価証券
事業投資目的の債券であり、時価の算定は、その将来キャッシュ・フローと国債の

利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした割引率による見積キャッシュ・フ
ローの割引現在価値により算定しており、時価に対して観察できないインプットによ
る影響額が重要な場合はレベル3の時価、そうでない場合はレベル2の時価に分類して
おります。

2．長期貸付金、破産更生債権等
長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごと

に、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上
乗せした利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類して
おります。また、破産更生債権等の時価は、同様の割引率による見積キャッシュ・フ
ローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等を基に割引現在価値法
により算定しており、時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要な場
合はレベル３の時価、そうでない場合はレベル２の時価に分類しております。

3．社債
償還額を一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等

適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定して
おり、その時価をレベル２の時価に分類しております。

4．リース債務
元利金の合計額を定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利

回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算
定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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８. 収益認識に関する注記
8－1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

独自商製品
等のストッ
ク収益

独自商製品
等のフロー

収益

独自商製品
以外のスト
ック収益

独自商製品
以外のフロ
ー収益

外部顧客へ
の売上高

教育 2,784,270 250 - - 2,784,520

スタジオ・コンテンツ - 2,202,093 467,888 338,089 3,008,071

制作事業 - 1,967,754 - - 1,967,754

その他 - 234,338 467,888 338,089 1,040,316

放送 2,132,387 508,815 - - 2,641,203

技術 433,873 422,843 2,780,257 269,118 3,906,093

CDN（アカマイ）サ
ービス

- - 2,717,223 - 2,717,223

その他 433,873 422,843 63,034 269,118 1,188,869

合計 5,350,531 3,134,002 3,248,146 607,207 12,339,888

（注） 独自商製品等のストック収益とは、教育サービス・放送の視聴料・技術の企業向けクラウド
サービス等、オリジナルサービスの提供等に伴う収益が該当し、原則継続的に積み上がる収益
です。

独自商製品等のフロー収益とは、スタジオ・コンテンツや放送の制作・広告・スポンサーの
収入等、オリジナルサービスの提供等に伴う収益が該当し、都度計上される収益です。

独自商製品以外のストック収益とは、スタジオ・コンテンツのコンテンツ配信や技術のCDN
（アカマイ）サービス等、第三者が原権利を有している商製品の提供等に伴う収益が該当し、
原則継続的に積み上がる収益です。

独自商製品以外のフロー収益とは、スタジオ・コンテンツの番組販売や技術のネットワーク
営業等、第三者が原権利を有している商製品の提供等に伴う収益が該当し、都度計上される収
益です。
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8－2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
(1) 教育

主な収益である授業料収入においては、生徒に対する役務の提供期間にわ
たり履行義務が充足されることから、役務の提供期間にわたり収益を認識し
ております。

(2) スタジオ・コンテンツ
主な収益であるライセンスの販売においては、一時点で履行義務が充足さ

れるため、当該履行義務が充足した時点で収益を認識しております。また、
主な収益である字幕・吹替等の制作物の販売においては、成果物の納品によ
り主な履行義務が充足されることから、当該履行義務が充足した時点で収益
を認識しております。

(3) 放送
主な収益である視聴料収入については、一時点で履行義務が充足されるた

め、当該履行義務が充足した時点で収益認識しております。
(4) 技術

主な収益であるCDN（アカマイ）サービスの販売においては、主に顧客に対
する役務の提供期間にわたり履行義務が充足されることから、役務の提供期
間にわたり収益を認識しております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 470円74銭

(2) １株当たり当期純利益 133円12銭

当社は、2021年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を
行っております。当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し
て１株当たり当期純利益を算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1－1．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
② 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。
(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 商品及び製品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

② 仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。
③ 原材料及び貯蔵品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

④ 番組勘定
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。

1－2．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。
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1－3．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。

1－4．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損

益として処理しております。

1－5．重要なヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジに
ついて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用しているヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりです。

なお、当事業年度での適用実績はありません。
ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建仕入債務

(3) ヘッジ方針
主に当社の内規である為替リスク管理規程に基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。
(4) ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、当該取引とヘッジ対象に関する重要な条件等
が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘッジ
の有効性評価を省略しております。

1－6．重要な収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適

用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしており
ます。

主要な事業における主要な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点につ
いては、「10．収益認識に関する注記」に記載のとおりです。
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1－7．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。
当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行するこ

ととなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８
号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への
移行に合わせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制
度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実
務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2020年２月16日）第44
項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の
税法の規定に基づいております。

なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法
人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた
「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務
対応報告第42号 2021年８月21日）を適用する予定です。

２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下
「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財
又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受
け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書き
に定める経過的な取扱いに従っておりますが、当事業年度の期首の利益剰余金
に与える影響は軽微であります。また、当事業年度の損益に与える影響も軽微
です。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以

下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定
会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019
年７月４日）第44-２項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。こ
れによる影響は軽微です。
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３．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「社債発行
費」は金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしまし
た。なお、前事業年度の「社債発行費」の金額は678千円です。

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「自己株式取
得費」は金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしま
した。なお、前事業年度の「自己株式取得費」の金額は1,229千円です。

４．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目で

あって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、
次のとおりです。

繰延税金資産 149,342千円
繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金

額によって見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動
などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び
金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産
の金額に重要な影響を与える可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記
5－1．資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 832,149千円

5－2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
貸借対照表に表示されているものを除いた関係会社に対する金銭債権及び

金銭債務は以下のとおりです。

短期金銭債権 45,964千円

短期金銭債務 3,777千円

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

(1) 営業取引による取引高

売上高 38,300千円

仕入高 13,341千円

(2) 営業取引以外の取引高

営業外収益 1,156千円

営業外費用 500千円
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７．株主資本等変動計算書に関する注記
7－1．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,914,732株

7－2．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 549,943株

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 71,752千円

棚卸資産 102,459千円

未払費用 36,470千円

減価償却超過額 52,959千円

投資有価証券 51,645千円

貸倒引当金 17,971千円

繰越欠損金 2,208,748千円

その他 59,577千円

繰延税金資産小計 2,601,585千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △2,180,904千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △237,985千円

評価性引当額 △2,418,889千円

繰延税金資産合計 182,695千円

繰延税金負債

譲渡損益調整勘定 △33,353千円

繰延税金負債合計 △33,353千円

繰延税金資産の純額 149,342千円
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９．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
(単位：千円)

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱釣りビジョン
所有

直接51.6％
役員の兼任

資金の預託・払戻
(注)3

―
関係会社
預り金

501,169

子会社
システムデザイン
開発㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任
資金の貸付
資金の回収

150,000
40,000

関係会社
長期貸付金

110,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 1. 価格その他の取引条件は、双方協議の上締結した契約書又は覚書等に基づいており、一般

的取引条件と同様に決定しております。
2. 上記取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
3. ブロードメディアグループ内の資金の効率化を図ることを目的としたCMS（キャッシュ・マ

ネジメント・システム）による取引であり、取引金額の記載を省略しております。

10．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について「連

結注記表 ８．収益認識に関する注記」に記載しているため、注記を省略して

おります。

11．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 359円22銭

(2) １株当たり当期純利益 105円74銭

当社は、2021年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を
行っております。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１
株当たり当期純利益を算定しております。

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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